
科　　目

(単位：千円）
（資産の部） 金　　額 （負債の部） 金　　額

流動資産 93,598,078 流動負債 34,269,858
現金及び預金 1,933,404 支払手形 1,061,952
割賦債権 22,848,400 買掛金 4,238,462
リース債権 3,485,387 一年内返済予定長期借入金 27,059,512
リース投資資産 62,220,460 リース債務 109,948
その他の営業貸付債権 11,400 未払費用 70,079
その他の営業資産 1,800,272 未払法人税等 137,222
前払費用 218,280 賃貸料等前受金 1,522,604
賃貸料等未収入金 1,086,822 前受収益 2,519
未収収益 6,146 賞与引当金 45,322
未収消費税等 8,574 その他の流動負債 22,235
その他の流動資産 139,447
貸倒引当金 △ 160,519

固定資産 3,852,857 固定負債 54,843,032
有形固定資産 3,031,496 長期借入金 54,717,689

賃貸資産 3,004,502 退職給付引当金 79,253
社用資産 預り保証金 46,089
　 建物附属設備 8,739
　 器具備品 18,253

無形固定資産 29,240 負債合計 89,112,891

その他の無形固定資産 （純資産の部）
　ソフトウェア 28,364
　電話加入権 876 株主資本 8,337,018

資本金 50,000
投資その他の資産 792,120

投資有価証券 32,103 利益剰余金 8,287,018
出資金 10 　 利益準備金 12,500
破産更生債権等 89,707 　 その他利益剰余金 8,274,518
長期前払費用 295,896       別途積立金 2,500,000
繰延税金資産 330,394   　　繰越利益剰余金 5,774,518
長期差入保証金 25,075
リサイクル預託金 103,790 評価・換算差額等 1,026
貸倒引当金 △ 84,857 その他有価証券評価差額金 1,026

純資産合計 8,338,044

資産合計 97,450,935 負債・純資産　合計 97,450,935
0

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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(単位：千円）
科　　目

売上高
リース売上高 24,551,378
割賦収益 404,155
ファイナンス収益 184
その他の売上高 12,571 24,968,290

売上原価
リース原価 22,372,791
資金原価 658,474 23,031,265

売上総利益 1,937,024

販売費及び一般管理費 1,073,288

営業利益 863,736

営業外収益
受取配当金 831
その他の営業外収益 171 1,002

営業外費用
その他の営業外費用 793 793

経常利益 863,945

税引前当期純利益 863,945
法人税、住民税及び事業税 264,657

法人税等調整額 20,849
当期純利益 578,438

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

損　益　計　算　書
（自 ２０２５年４月１日　  至 ２０２６年３月３１日）

金　　額



Ⅰ重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

２．固定資産の減価償却の方法

(1)賃貸資産

(2)社用資産
(ｲ) 有形固定資産

(ﾛ) 無形固定資産

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

(2)賞与引当金

(3)退職給付引当金

４．ファイナンス・リース取引に係る売上高及び原価の計上基準

５．オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準

リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

リース契約期間に基づく、リース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準とし
て、その経過期間に対応するリース料を計上しております。

個別注記表

債権の貸倒に備える為、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒懸念債権
及び破産更生債権につきましては個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額
を計上しております。

従業員への賞与支給に備える為、支給見込額のうち当事業年度の負担相当額を計
上しております。

従業員の退職金の支払に備える為、当事業年度末における退職給付債務の見込額
に基づき計上しております。

リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積価額を残存価額とす
る定額法
なお、賃貸資産の処分損失に備える為、減価償却費を追加計上しております。

定率法
ただし、2016年4月1日以後に取得した建物附属設備については定額法

定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法



６．割賦販売取引に係る売上高及び原価の計上基準

７．金融費用の計上基準

利息相当額を売上高として各期に配分する方法によっております。

金融費用は、営業資産に係る金融費用から、これに対応する受取利息等を控除して
資金原価を計上しております。


